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×１ 発生するかしないか現在時点では未確定な債権を担保するために設定された抵当

権は、たとえその設定登記がされても、付従性の原則に反して無効である。

たとえば、将来の求償権を担保するため抵当権が現在時点で有効に設定できる。

×２ 貸金債権を担保するために抵当権が設定されて登記されたが、貸付金の交付は、

登記より1か月後に行われた場合、抵当権は、付従性の原則に反して無効である。
付従性は緩和されていて最終的に債権が発生すればよい。

○３ Ａは、Ｘから4000万円の融資を受けて劇場用の建物（時価3000万円）に抵当権を

設定し、抵当権設定登記がされた。その後、Ａは、計画通りに甲に2億円の音響装置
乙を設置した。Ａの債権者Ｙが強制執行により乙を差し押さえて競売しようとしたと

き、Ｘは競売手続を止めることができる（民執38条参照）。

抵当権設定後の従物も付加一体物（370条）として抵当権の効力が及ぶ。本問で
は、Ｘは劇場用建物として音響装置の設置をも当然に期待して担保評価して、建物

の価値以上の融資をしているものと考えられ、当事者の意思にも合致する。

○４ Ｓに対するＧの貸金債権を担保するために、Ｂがその所有建物について抵当権を

設定し、その旨の登記をした場合において、Ｇから被担保債務の弁済を求められたＢ

は、それを拒絶することができる。

物上保証人は責任を負うが債務を負わないため、債務の弁済を拒絶できる。

×５ 抵当権者は、抵当不動産の不法占有者に対し、抵当権に基づく妨害排除請求権を

行使することができるが、直接自己への抵当不動産の明渡しを求めることはできない。

平成17年の最高裁判例は抵当権設定者に担保価値維持の適切な行為が期待できな
い場合には抵当権者への明渡請求を認めている。

×６ 抵当権は、非占有担保権であるから、抵当不動産の賃借人が執行を妨害するよう

な占有をしても、抵当権に基づき、妨害排除として直接自己への抵当不動産の明渡し

を求めることはできない。

たしかに抵当権は非占有担保権なので占有されているだけでは抵当権の侵害はな

いが、平成17年判決は、占有により換価権・優先弁済権の行使が妨害されている場
合において、賃借権設定に執行妨害の目的があるようなときには、抵当権侵害を理

由にした妨害排除請求権を認めている。

○７ 賃借予定のＭから建設協力金の提供を受け、Ｓがビルを建設して、そのビルにＧ

のための抵当権を設定し登記をした。その後、ビルが完成してＭは賃借人となった。

Ｇが、Ｓの債務不履行を理由にＳのＭに対する賃料債権を差し押さえた場合、Ｍは、

すでに弁済期の到来したＳに対する建設協力金返還債権による相殺をＧに対抗するこ

とができる。

反対債権の取得時期が抵当権設定登記より早いため相殺の期待の方が抵当権に



基づく物上代位より優先する（平成13年判決）。

×８ 台風で樹木が折れて抵当山林の価額が被担保債権を回収できないほどに下がった

場合、抵当権者は、直ちに抵当権の実行を申し立てることができる。

抵当山林の価値はたしかに下がり抵当権侵害の状態になっているが、被担保債権

について債務不履行でなければ抵当権は実行できない。追加の担保を出せとか担保

を出さないために債務不履行になっているというためには、増担保特約や期限の利

益の喪失特約が必要である。

○９ 抵当権設定登記を備えた抵当権者は、自らの知らない間に抵当不動産所有者が抵

当不動産を譲渡しても、同意がないことを理由に譲渡の効力を否定することはできな

い。

抵当権には追及効があり、抵当不動産の譲渡によって不利益を受けないため、そ

もそも譲渡は自由で、抵当権者の同意は要らない。

×１０ Ａが、甲土地に抵当権を設定してＢから融資を受ける際、Ｂは、貸金が甲上に

乙建物を建設する資金として使用することを了解していた場合において、Ｂは、抵当

権の設定を受けていない乙の競売を申し立てることはできない。

この場合には、法定地上権は成立せず、土地の抵当権者Ｂは、建物と土地の一括

競売を申し立てることができる（389条）。


